病院情報システム更新業務委託

プロポーザル募集実施要領

平成25年９月17日

高岡市民病院
１　目　的
　病院情報システム（電子カルテシステム、オーダリングシステム、各部門システム等の総称）の更新に係る業務全般を専門事業者に委託するため、公募型プロポーザル（企画提案）方式により募集を行う。

２　業務の概要
（１）業務名称
病院情報システム更新業務委託（以下「本業務」という。）
（２）履行場所

　　　富山県高岡市宝町４番１号
　　　高岡市民病院
（３）業務内容
　　　次に掲げる事項を業務の内容とし、その詳細については、「高岡市民病院情報システム更新業務仕様書」（以下「仕様書」という。）を参照すること。
　　①　電子カルテシステム、オーダリングシステム、各部門システム等の実施設計及び構築
　　②　システム稼働に必要なハードウェア（端末機、プリンタ、周辺機器等は除く）及びソフトウェアの納入及び設置

　　③　システム稼働に必要なスケジュール等の管理

　　④　既存機器及び各部門システムとの連携

　　⑤　既存データの移行

　　⑥　ネットワーク整備

　　⑦　病院職員への研修の実施及びマニュアルの作成

　　⑧　本格運用までの支援

　　⑨　その他附帯する業務
（４）履行期限
平成２７年３月３１日
（５）委託予定額（委託額の上限）
　　　６９７，０７２千円（税込）
　　　ただし、各年度の予定額については、次の額を超えないこと。
　　①　２５年度　１７０，３４０千円（税込）
　　②　２６年度　５２６，７３２千円（税込）
３　応募事業者の条件等
（１）応募事業者の資格要件

　　　本プロポーザルに応募する単体の事業者又は特定業務共同企業体を構成する事業者（以下「事業者」という。）は、次に掲げる要件をすべて満たすこと。

　　①　高岡市清掃及び設備保守点検業務委託等競争入札参加資格者名簿に登載されていること。
　　②　本業務の実施にあたり、他病院の電子カルテシステム開発・導入に際し、同様の立場で携わった常勤の主任技術者を２名以上配置すること。
③　開発期間中においては、富山県内又は石川県内の営業所等に拠点を置き、②の主任技術者のうち１名以上が、当該拠点に常駐していること。
④　本業務に使用する電子カルテシステムの自社製パッケージ（日本語版）を所有していること。
⑤　平成25年８月末までに、400床以上の病床数を有する２以上の病院の電子カルテシステム開発・導入に係る業務を完了した実績（自社製パッケージを使用した業務の実績に限る。）を有すること。
⑥　共同企業体により応募する事業者は、その結成にあたっては、次の要件を満たすこと。
　ア　自主結成であり、事業者間の協定書を締結していること

　イ　構成員のいずれかが、②及び③の要件を満たすこと
　ウ　代表構成員は、④及び⑤の要件を満たすこと

エ　代表構成員は、出資比率が最大であり、かつ、その他構成員の出資比
率が30％以上であること
オ　構成員は、単独又は共同企業体の構成員であるかを問わず、本プロポーザルにおいて、別に応募していないこと（一の応募事業者が複数応募しないこと）
（２）応募事業者の制限

　　　次に掲げる事項に該当する事業者は、本プロポーザルに参加することはできない。
①　地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の４の規定に該当する者。
②　本プロポーザル応募に係る提出書類の提出期限から契約締結までの期間、別に定める高岡市建設工事等指名停止基準に基づく指名停止期間中の者。
③　市民税、固定資産税、法人税若しくは所得税、消費税及び地方消費税を滞納している者。
④　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続（以下｢更生手続｣という。）開始の申立てがなされている者若しくは民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続（以下｢再生手続｣という。）開始の申立てがなされている者又は更生手続の開始の決定を受けた者若しくは再生手続の開始の決定を受けた者で、再度の入札参加資格の認定を受けていない者。
⑤　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員又はこれらの者と密接な関係を有する者として高岡市暴力団排除条例施行規則第３条で定める者。
４　応募手続

本プロポーザルに応募する事業者は、次のとおり提案書類を提出すること。

（１）提出書類
①　参加表明書兼誓約書（様式第１号）
　　共同企業体を結成して応募する場合は、締結した協定書（共同企業体の代表者、出資比率等が明記されたもの）の写しを添付すること。

②　応募資格要件確認書（様式第１－２号）
　　③　会社概要（様式第２号）
　　④　財務諸表（様式自由）

直近の貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書等

　　⑤　納税証明書（市町村、税務署発行様式）
　　　　次のア及びイを提出すること。
ア　３（１）に規定の拠点が所在する市町村が発行するもので、応募直前１事業年度分の法人・個人市民税、固定資産税の納税証明書又は税滞納がないことの証明書
イ　法人税、申告所得税、消費税及び地方消費税の納税証明書（税務署様式その３の３）であり、発行年月日が提出日から３ヶ月以内のもの
⑥　保守運用管理支援体制（様式第３号）
　　⑦　企画提案書
　　　　仕様書第３章２（提出資料）に企画提案書を構成する資料等の内容、留意事項等が記載してあるので、これに従い作成すること。

（２）提出期限
平成25年９月26日（木）まで（土・日曜日及び祝日を除く）の午前８時30分から午後３時まで
（３）提出方法等
事務局に持参すること。
（４）提出部数
１部（⑥保守運用管理支援体制及び⑦企画提案書については、各20部提出すること）
（５）留意事項

①　提出書類の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４版両面とし（図面等は除く）、袋綴じすること。また、言語及び通貨は、日本語及び日本円とすること。
②　（１）の様式については、事務局ホームページからダウンロードして作成すること。
③　共同企業体を結成して応募する場合、（１）の②から⑤までの提出書類については、共同企業体の構成員ごとに作成・準備し、提出すること。
５　質疑受付及び回答

　　本募集要領、仕様書等について質問がある場合は、次のとおり質問書を提出すること。

（１）質問方法　

質問書（様式第４号）に質問内容を記入し、持参、郵送又は電子メールにより、事務局へ提出することとする。

（２）受付期限

平成25年９月19日（木）まで（土・日曜日及び祝日を除く）の午前８時30分から午後５時15分まで。郵送の場合は、上記日時まで必着とする。
（３）回答方法　
質問に対する回答は、とりまとめのうえ、平成25年９月24日（火）までに事務局ホームページに一括して掲載する。

（４）留意事項

質問書（様式第４号）については、事務局ホームページからダウンロードして作成・提出すること。
６　受注事業者の選定等
（１）選定委員会の設置

病院情報システム選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置し、本プロポーザルの参加資格を有すると認めた者に対して、受注事業者の選定等に関する審査を行い、総合的に優れた事業者の選定を行う。
（２）審査方法等
　　①　評価項目、評価基準等
総合評価点数は100点とし、評価項目、評価基準、配点等については、病院情報システム更新業務委託プロポーザルに係る評価基準のとおりとする。
　　②　選定委員会

　　　　応募事業者から提出された企画提案書に基づき、プレゼンテーション及び質疑を実施する。

ア　日程等（予定）

平成25年９月27日（金）午後５時
高岡市立看護専門学校 １階 大教室
イ　出席者

３名以内

ウ　プレゼンテーションの方法等

・　プレゼンテーションの時間は、１事業者につき35分以内とし、本業務に使用する電子カルテシステムの自社製パッケージのデモ（操作説明）及び企画提案書に係る説明を行うものとする

・　プレゼンテーション終了後に、質疑応答時間を設ける

・　プレゼンテーションに使用するＯＡ機器については、プロジェクター（ケーブルを含む）及びスクリーンは、事務局が用意するが、パソコン等必要となるものは持参すること

・　企画提案書に係る説明については、企画提案書の内容をスクリーンに投　影しながら説明するなど、提出した企画提案書の内容に沿ったものとし、追加提案や追加資料の配付は認めない
　　③　受注事業者の選定
ア　選定委員会では、提出された企画提案書及びプレゼンテーション（質疑を含む）の内容について審査を行う

イ　すべての応募事業者の審査終了後、審査結果（評価点数）の合計が最も高い事業者を本業務受注の第一候補者として、次点者を次の候補者として選定する
（３）契約の締結
　選定委員会の審査結果を踏まえ、受注候補者を特定し、契約交渉を行い、協議が整った事業者を相手方として、契約を締結するものとする。なお、第一候補者との契約が不調となった場合には、次点者と交渉を行うこととする。
７　事務局
　　高岡市民病院事務局医事課
住　所：〒９３３－８５５０　富山県高岡市宝町４番１号
電　話：０７６６－２３－０２０４
ＦＡＸ：０７６６－２６－９３４３
電子メールアドレス　：hospiji@city.takaoka.lg.jp
ホームページアドレス：http://www.med-takaoka.jp
８　その他

（１）提出書類の著作権は、応募事業者に帰属する。

（２）提出書類は返却しない。

（３）提出書類について、この書面及び仕様書に定める様式に適合しない場合は、無効とすることがある。

（４）提出書類に虚偽の記載をした場合には、提出された提案書を無効にすることがある。

（５）原則として、書類提出後の記載内容の変更は認めない。

（６）参加に要する費用 本プロポーザルに要する費用は、応募事業者の負担とする。
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